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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本経済トピックスを新聞から抜粋しました。（公社）長井法人会（ＴＥＬ88‐3960 ＦＡＸ88‐3823） 

 

（公社）長井法人会青年部会 何かを始めなければ、現実は何も変らない 

１０分でわかる 

  

 

 

財務省の発表によると、今年６月末時点での国債や借

入金の残高を合計した「国の借金」は１２２０兆６３６

８億円だったことが明らかになった。３月末時点から４

兆１７３５億円増加し、過去最高を更新した。背景

には、新型コロナウイルス対策での財政出動や高齢

化で膨らみ続ける社会保障費の増加を税収で補う

ことが叶わず、借金への依存が増していることが挙

げられている。国民１人当たりに換算すると、借金

は約９９２万円に達している。  

 

 

 

 

財務省は２０２１年上半期（１～６月）国際収支速報で、海

外とのモノやサービスの取引、投資収益の状況を示す経常収支

は前年同期比５０．３％増の１０兆４６７５億円の黒字だった

と発表した。内訳をみると、自動車や部品の輸出が好調だった

ことを反映した貿易収支は２兆３１４３億円の黒字、企業が海

外から受け取る配当金の収入を示す第１次所得収支は過去最

大の１１兆４４０６億円の黒字、旅行や輸送などの取引収支を

示すサービス収支は２兆９０９億円の赤字となっている。 

 

 

 

 

国連の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の作業部

会が地球温暖化の科学的根拠をまとめた報告書で、「人間の影

響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地

はない」と断定した。さらに、報告書では、「気候システム全

般にわたる最近の変化規模と、気候システムの側面の現在の状

態は何世紀も何千年もの間、前例のないものだ」と指摘してい

る。その上で、報告書では「海面水位が今世紀末までに２メー

トル上昇することも排除できない」と警告を発している。 

 

 

 

 

総務省が家計調査を基に分析したところ、コロナ禍で

消費が低迷する中で、大都市や中規模の都市では消費は持ち直

し基調が見られたが、人口の少ない小都市などは回復が鈍く、

地域で差が出ていた。２人以上世帯の消費支出を、東京２３区

と政令指定都市を「大都市」、それらを除く人口１５万以上の市

を「中都市」、人口５万人以上１５万人未満の市を「小都市Ａ」、

人口５万人未満の市と町村を「小都市Ｂ・町村」に分類し、コ

ロナ禍以降の１カ月名目消費支出を時系列に比較。大都市・中

都市では昨年１０月以降、回復基調に転じたが、人口の少ない

地域は厳しくなっていた。 

 

 

 

厚生労働省が総務省労働力調査を基に、２０２０年の転

職者を調べたところ、前年比３２万人減の３１９万人だっ

たことが分かった。１０年ぶりに減少に転じた背景には、

新型コロナウイルス感染拡大の中で、上限額や助成率が大

幅に拡充された雇用助成金の活用で従業員に支払った休業

手当が一部補てんされたことから転職減につながったとみ

られている。転職者はコロナ前の２０１９年に２００２年

以降で最多の３５１万人まで増えていた。 

 

 

 

 

厚生労働省が発表した２０２１年度の都道府県ごとに決め

る地域別最低賃金の改定額の全国平均額は２８円増の時給９

３０円となったことが明らかになった。先に中央最低賃金審

議会は引上げ目安額を２８円として、都道府県に示し、地方

の最低審議会で検討の上、決定されたもの。引き上げ額は島

根の３２円が最も引き上げ幅が大きく、秋田と大分が３０円、

青森・山形・鳥取・佐賀が２９円となり、７県が中央の答申

額２８円を上回った。改定後の時給最高額は、東京の１０４

１円、最低額は高知と沖縄の８２０円となった。改定の最低

賃金は１０月から適用される。 

 

 

 

 

 内閣府は２０２１年４～６月期の国内総生産（ＧＤＰ）は

実質で前期比０．３％増だったと発表した。年率換算すると

年１．３％増となる。プラス成長は昨年１０～１２月期以来、

２四半期ぶりとなる。増加に転じた背景には、米国や中国で

の経済拡大に伴い、自動車をはじめとした輸出が好調だった

ことが挙げられている。一方、新型コロナウイルス感染拡大

で外出自粛が響き、個人消費は２四半期ぶりに増加したとは

いえ、依然、弱含みで、景気の本格的な回復に程遠い。 

 

 

 

 

日本世論調査会が行なった「食と日本社会」を巡る世論調

査によると、家で食事を作る人の性別を尋ねたところ「どち

らかといえば」も含め８７％が「女性」と答えていることが

分かった。また、母親は手作りするべきかどうかを尋ねたと

ころ、７５％の人が「必要ない」と答えた。さらに、今後の

日本社会で、母親ら女性の手作りに拘る考えは「減っていく」

が５９％に上り、半数を超えていた。食品ロス問題で気をつ

けていることを尋ねたところ（２つまで回答）、最多は「余分

な食品・食材は買わない」（７７％）だった。 

国の借金、最高更新の１２２０兆円に 

経常収支の黒字、前年同期比５０％増  

ＩＰＣＣ、温暖化の原因は「人間の影響」  

コロナ禍の中で、消費回復に地域差  

転職者１０年ぶりに減少に転じる 

都道府県の最低賃金改定、平均９３０円  

４～６月期ＧＤＰ、年率１．３％増に 

母親の食事手作り「必要はない」が７５％  


